











 題   目 
 
 
  E-commerce企業の持続的競争優位性の探求    










 研究指導       経営組織        
 
 指導教員       大月博司 教授     
 
 学籍番号        35091007        
 




































































     第 1 節 研究問題設定.................................................1 
      第 2 節 研究目的と研究方法...........................................6 
第1章 先行研究..........................................................10 
第１節  e-commerce..................................................10 
第１項 e-commerce の定義..........................................10 
第２項 e-commerce の特性.........................................11 
第３項 e-commerce における Key Success Factor......................13 
第 4項 e-commerceとケイパビリティ................................18 
第 2 節 PV.........................................................19 
第１項 背景........................................................19 
第２項 PV の限界...................................................21 
第 3 節 RBV..........................................................22 
第１項 背景.......................................................22 
第２項 RBV の限界................................................31 
第３項 PVとRBVの関係.............................................31 
第 4 節 E-commerce における持続的競争優位性を得るための課題と可能性 ..31 
第 2章 ケース・スタディ...................................................33 
     第 1節 Amazon.comのケース・スタディ.................................33 
第１項 Amazon.com の沿革...........................................33 
第２項 Amazon.com の現状...........................................38 
     第２節 Barnes&Noble のケース・スタディ...............................39 
第１項 B&N の沿革..................................................39 
第２項 B&N の現状..................................................45 
   第３節 Amazon.co.jp のケース・スタディ...............................46 
第１項 Amazon.co.jp の沿革..........................................46 
第 2 項 Amazon.co.jp の現状 .....................................50 
iv 
 
  第 4 節 紀伊國屋書店のケース・スタディ.................................50 
第１項 紀伊國屋書店の沿革...........................................50 
第２項 紀伊國屋書店の現状...........................................52 
  第５節 比較分析......................................................54 
第１項 Amazon.com と B&N の比較～1990年代後半～...................54 
第２項 Amazon.com と B&N の比較～2000 年代後半～..................58 
第３項 Amazon.com と B&N の顧客インターフェースの比較.............63 
第４項 Amazon.co.jp と紀伊國屋書店との比較..........................68 
第５項 Amazon.co.jp と紀伊國屋書店(BookWeb)との顧客インターフェース
の比較......................................................71 
 第３章 Amazon.com の競争優位性.......................................74 
      第 1 節 革新性......................................................74 
第 1 項  クレジットカードによる購入 ................................74 
第 2 項  ワンクリック方式とアフィリエイトプログラム.................74 
第 3 項  先行者優位.................................................75 
   第 2 節 顧客インターフェース........................................76 
        第 1 項 カスタマーレビュー .......................................76 
        第 2 項 リコメンドシステム........................................77 
        第 3 項 マーケットプレイス........................................78 
        第 4 項 なかみ検索................................................78 
第 3 節 物的資産.....................................................79 
第 4 節 見えざる資産 ................................................80 
第１項 ブランド・信頼.............................................81  
第 2 項 顧客データ ................................................81 
第 3 項 顧客第一为義 ..............................................82 
第 4 項 IT 技術とオペレーションのノウハウ ..........................83 
第 5 節 経営資源保有のパラドックス..................................84 
第 4 章 仮説命題の構築 ...................................................87 
   第 1 節 PV によるアプローチ .........................................87 
        第 1 項 分析フレームワーク．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．87 
v 
 
第 1 項 アメリカの書店業界 .......................................88 
        第 2 項 日本の書店業界............................................90 
第 2 節 RBV によるアプローチ.........................................91 
     第 3 節 コア・コンピタンスによるアプローチ ...........................93 
        第 1 項 コア・コンピタンスの定義 ..................................93 
        第 2 項 コア・コンピタンスの特定...................................94 
























 ドッグイヤーが叫ばれてからはや 10 年。私たちの身の回りの状況はめまぐるしく変
化している。環境変化が著しく、JAL の破綻やリーマンショック等、不確実性は、ま
すます高まるばかりである。環境変化に伴い、リーディングカンパニーの交代劇が幾
つかの業界で起こっている。音楽業界では Apple が SONY の牙城を崩した。小売業界
では低価格路線でユニクロやニトリが力を付け、かつて小売業を牽引してきた GMS
や百貨店は苦戦を強いられている。アメリカに目を移すと、Dell がダイレクトモデル


















                                                   
1 Amazon.com の日本法人である Amazon.co.jp も含む Amazon.com グループを指す。とりわ





























                                                   
2 ワンクリック方式とは一度住所や名前を登録しておけば、次回以降の買い物時はワンクリッ
クで注文が完了するというシステム。 

















































ーコンセプトを用いて、Amazon.com と B&N、Amazon.co.jp と紀伊國屋書店の間に
起こった現象にアプローチする。 
                                                   
4 Borders は 2001 年に Amazon.com と提携し、カスタマーレビューやワンクリック方式を装






図 表１：Amazon.com と B＆N の比較売上高 
（出所）Annual Report より筆者作成 
    注１：Amazon の売上は、北米のメディア部門（書籍、CD、DVD、Music 等）。 
   注２：Barnes＆Noble.com は 2003 年 11 月から Barnes&Noble の子会社化。2003 年から B&N
の売上高に B&N.com の売上高を含む。 
   注３：Barnes＆Noble は 2009 年に１月末決算から４月末決算に変更したため、2009 年売上高は


















図表２：紀伊國屋書店と Amazon.co.jp の売上高の比較 
出所：新文化 HP、Amazon.comAnnual Report、横田増生 『アマゾン・ドット・コムの光と影』 （情
報センター出版局,2005）より筆者作成 
注１：Amazon.co.jp の売上は非公表のため、推計。 
注２：Amazon.co.jp の 2001 年～2003 年の売上高は、横田（2005）；p.185 より 
注３：2004 年以降の売上高は「2004 年に日本での売上は全体売上の 10％である」という WPC EXPO 















































困難である。また、Amazon.co.jp はオペレーションの権限が Amazon.com に握られて
おり、Amazon.com のサービスをほぼそのまま日本に移植しているわけである。よっ
て、本研究は、日米における Amazon.com に関する比較事例研究を行うが、





                                                   










行う。PV や RBV が果たして Amazon.com のケースにも当てはまるのか、Amazon.com
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第 1 章 先行研究 
第１節 e-commerce 
第１項 e-commerce の定義 





広告事業と e-commerce の二つに分けられる。E-commerce の始まりは 1995 年頃であ
る（横山、2009）。E-commerce とは一般的にデジタル通信回線を経由して、売り手と
買い手が直接顔を合わせることなく行う商取引、1996 年頃からインターネットを使っ
た商取引を意味するようになる（小林、2001）。OECD による e-commerce の定義は、
「インターネットのようなオープンなネットワークで行われる商業的な取引をいい、





Business to Business（以下、B2B）、②消費と企業間での取引を表す Business to 
Consumer（以下、B2C）、③消費者同士の取引である Consumer to Consumer（以下、





                                                   








 本研究では、e-commerce の内、B2C に限定し、B2C ビジネスの中でもオンライン
小売で書籍販売にかかわるものに絞る。それは Amazon.com と B&N、Amazon.co.jp
と紀伊國屋書店の比較を行うことが本研究の目的であるからである。 
 
  図表 1-1：インターネット・ビジネスの区分別チャート 
出所：筆者作成 
 






E-commerce の特性として、西垣通他（2003）は以下の 6 つを挙げている。時間の制
約から解放された取引、One to One マーケティングの展開、優れた検索機能、豊富な






























ロングテールとは、Amazon.com の売り上げの 3 分の 1 はランキングの上位 13 万タ
イトル以下の本から生み出されているという現象を指す（梅田、2006；鈴木、2006）。

























第３項 e-commerce における Key Success Factor 
e-commerce における Key Success Factor(以下、KSF)とは従来何が言われているの
かを本項で概観する。 
Hagel,J.and Rayport,J.F.（1997）は、セキュリティーやプライバシーの管理が
e-commece の KSF であると示唆している。前述したように、クレジット決済である
ため、その不安を取り除かなければならない。 
Riggins,F.J.(1999)は、「時間」、「距離」、「関係」、「相互作用」、「製品」という 5 つ




し、24 時間 7 日体制のカスタマーサービスという「戦略」を取ることで価値が生み出
される。これら 15 の方法を実践することが、KSF だとしている。 


















 E-commerce による価値創造に言及したのが、Zott and Amit（2000）の研究である。
E-commerce では、ビジネスモデルが生み出す取引上の効率性の良さと顧客をサイト
に引き付けておくスティクネスの度合いが価値創造に繋がるとした。さらに研究を進








































      図 1-2：E-Business における価値創造の源泉 











































































うほど、リピーターになる可能性が高い（Gefen, D. and Karahanna, E. and Straub, 
D.W. ,2003a）。信頼は、①E-bender が騙すようなことはしないだろうという信念、②
健全性を確保する仕組み、③ごく一般的なインターフェースを持っていること、④使
い やす さから 信頼が 構築 される (Gefen, D.and Karahanna, E. and Straub, 
D.W.,2003b)。顧客志向とは、顧客の利益を第一とし、顧客のニーズを理解し、それを
満足させることを重視する考え方のことである（Deshpandé,R.and Farley,U.J.and 
Webster,F.E.,1993；Jaworski,B.and Kohli, A.,1996）。IT 技術を用いれば時間や場
所を問わず顧客のニーズをつかむことができ、顧客のニーズに関する知識は競争優位
となる。それゆえ、顧客志向の戦略を取ることが e-commerce の究極的な成功につな
















第 4 項 e-commerce とケイパビリティ 
 E-commerce とケイパビリティに関する研究も進んでいる。Zhu,K.（2004）は、
e-commerce に必要なケイパビリティが、情報、取引、カスタマーゼーション、バック













値を生み出ず、IT 技術が重要な役割を果たしている E-business ケイパビリティが価






























される」（Scherer and Ross, 1990；p.5）。つまり、産業構造と企業の業績の関係性を
明らかにしたのが、SCP モデルなのである。 
SCP モデルは、多くの実証研究によって、その有効性が証明されている。例えば、
Bain,J.(1956)の研究によると、1936 年～1940 年、1947 年～1951 年の期間で、業界
平均利益率が 20％以上である業界は、いずれも参入障壁が高い企業であった。ただし、
伝統的な産業組織論では、産業構造と企業の業績との関係を強調する反面、企業の戦
略は軽視されていた（Spanos,Y.E.and Zaralis,G.and Lioukas,S.,2004）。 
 他方、儲かる業界の仕組みに関する研究として、PIMS（Profit Impact of Market 
Strategy）研究がある。PIMS 研究は、ハーバード大学の Buzzel を中心とし、1970
年から開始し、1974 年から「ハーバード・ビジネス・レビュー」に論文が発表されて
おり、Porter よりその歴史が若干古い（沼上、2009）。 







り、収益率が高くなるということにある。しかし、Jacobson, R.(1988)は PIMS 研究










さて、ここで Porter（1980）の「Five Forces 分析」が出てくる。Porter は元々産





















Five Forces 分析は、PV の代表例であり、PV 隆盛の原動力となった。以後、PV と

















出所：Porter,M.E.（1980）；邦訳 p.18、図表 1-1 より筆者作成 
 
第２項 PV の限界 
 第一に、PV の限界として、PV は同じ産業内における企業間の業績の違いに対する
説明力が弱い点が挙げられる。なぜならば、SCP 理論や Porter は産業の要因にのみ焦
点をあてて、企業内部をブラックボックス化とする経済学の流れを汲む見方をしたか
らである。PV は戦略グループ10 と移動障壁11いう考え方を用いることで、ポジショニ









































































も Penrose と同様、企業と資源と関係性に関心を寄せていた学者の一人であった。 














































































































































































































































Five Forces 分析 VRIO 分析  
図表 1-5：経営戦略論の概念整理 
出所：Teece, D.J., and Pisano, G, Shuen, A.1997；p.527 Table1 より一部抜粋、筆者修正作成 
 







 RBV の第二の限界は、VRIO 分析の限界においても述べたことだが、データへのア
クセスが困難な点である（Barney,2002）。理論的に素晴らしく、説明力は高いが、実
証的に検証するのは困難である。RBV は実証的な裏付けが乏しい（Newbert ,L. 
S.,2007）。 








第３項 PV と RBV の関係 
PV と RBV は共に競争優位性に関するパースペクティブである。競争優位性とは、
「組織が資源展開のパターンや領域の決定を通じて、競合者に展開するポジション」
（Hofer, C. W. and Schendel, D.,1978；邦訳 p.31）のことである。当初、両者を二項
対立で捉える学者が多かった。「しかし一部の論者が为張するほど両社は対立しておら














































第 2 章 ケース・スタディ 
第 1 節 Amazon.com のケース・スタディ 
第 1 項 Amazon.com の沿革 
(1)創業期 
 Amazon.com は 1994 年 7 月に設立、1995 年 7 月に書籍のオンライン販売を開始し
た。創業者である Jeff,Bezos は、ヘッジファンドの D.E.ショー社在籍時、同社からイ
ンターネットビジネスの可能性についての調査を命じられた。Bezos が調査を行った







年の 6 月に退社し、新事業の準備に取り掛かることになった。 























 さて、オンライン書店としてスタートした Amazon.com は、Bezos の先見の明もあ
ってか、着実に成長し続けていった。当初は在庫を持たず、e-commerce に典型的な仲
介業の形態をとった。けれど、事業を進めていくうちに確実かつ迅速な配送のために
在庫を持つ必要性を感じ、1996 年 11 月には Seattle に 8,600 平方メートルの配送セ
ンターを構えた。同年 7 月にはアフィリエイトプログラム12を業界で初めて開始し、
あらゆるサイトに Amazon.com のリンクが張られリーチが伸びた。わずか 2 年で、売
上が 10mil.$を超えた。 




Geocities といった各ポータルサイトと提携した。売上が 160,000 $を超え、拡大成長
路線に拍車がかかることになる。 
1998 年に入ると、書籍に留まらず、音楽 CD やビデオの取り扱いを始めた。その後
も、電化製品や台所用品へとカテゴリーを拡張していき、オンラインショッピングス
トアとしての Amazon.com へと変質していくのである。Bookpages（英国のオンライ
ン書店）と ABC テレブックス（ドイツのオンライン書店）の買収し、同年 10 月に
Amazon.uk 及び Amazon.de をオープンさせ、海外進出を果たす。カテゴリー拡張と
海外進出の相乗効果によって Amazon.com の売上高は 609mil.$で、前年比で 414%増
                                                   
12 アフィリエイト・プログラムとは、「代理店として登録した Web サイトを経由して自社サ
イトを訪問した顧客が物品やサービスを購入すると、購入額に忚じた紹介報酬を代理店に支払
うという仕組み」（『日経コンピューター』 2000 年 3 月 13 日号；p.13 参照） 
35 
 



























































                                                   
13 Amazon.com Annual Report 2005 参照 


















































出所：Amazon.com Annual Report、週刊東洋経済2009年8月29日号；p.39より筆者整理作成 
  
第 2 項 Amazon.com の現状 
Amazon.com は、世界最大級のオンラインショッピングサイトと言えよう。
Amazon.com の時価総額は、2009 年の間に 2 倍以上にはねあがり、小売業では
Wal-mart（209bil.$）に次いで二位の 60bil.$である15。2009 年の売上高は 24,509 
mil.$に達し、営業利益は 1,129mil.＄である。 
直近のデータによると、2010 年第 3 四半期の売上高が 7,560 mil.$（前年同期比 39％
増）で、電子書籍 Kindle を含む「家電その他の部門」の売上が好調であった16。2010
年の各四半期の売上高を追っていくと、第 1四半期が 7,131 mil.$17、第 2四半期が 6,560 
                                                   
15 『販売革新』2010 月 10 月号参照。 
16 『朝日新聞』 2010 年 10 月 23 日朝刊参照。  
17 『日本経済新聞』 2010 年 4 月 23 日夕刊参照。 
39 
 
mil.$18、第 4 四半期見込みで 12,000～13,300 mil.$と予想されている。合算すると 2010
年の売上高予想は、33,251 mil.$となり、2010 年も増収増益が見込まれている。電子
書籍が好調であることや取扱品目の拡大が収益増加に寄与した。 







第２節 Barnes&Noble のケース・スタディ 
第１項 B&N の沿革 
B&N は、1873 年創業した。教科書販売を中心と、教育関連の書籍を専門とする書
店として成長をしていく中で、1931 年以降、一般の書籍の販売も手掛けるようになる。
1932 年に N.Y.に店舗を構える。B&N にとっての最初の転機は、1971 年に SBX







名度が上がることとなった。翌年、1975 年には業界初の試みとして、New York Time’s
紙のベストセラー本を定価の 40%引きで売り始めた。Rigiio の指揮の下、B&N は世界
一の本屋を目指し、買収による成長路線を歩んでいくことになる。 
N.Y.を地盤とし、買収による拡大戦略の下、1980 年初めにはチェーン店数は 50 店
舗を超えた。かつての B&N は安売りで評判の支店、顧客ケアの行き届いた本店とい
                                                   
18『 朝日新聞』2010 年 7 月 23 日夕刊参照。 






1988 年には業界第 1 位の Waldenbooks に比肩する業界 2 位の B. DALTON を業界 3
位の B&N が買収した。B&N の第 2 の転機である。 
当時約 180 店舗しか持たない B&N が、ジャンクボンドで集めた資金を梃子にして、
800 店舗を持つ B. DALTON を買収したことは、業界に衝撃を与えた。全米 50 州に
チェーン店を持つ B. DALTON を買収した結果、B&N は販売チャネルを大幅に拡大
したのである。小が大を食う形となったこの買収を契機に、B&N は 1989 年には
Scribner 書店、1990 年には老舗の Doubleday 書店を買収し、アメリカ No.1 の書店
としての地位を盤石なものとしていった。 




スーパーストアとは、一店舗当たりの大きさが 1 万平方フィートから 4 万フィート
ほどの規模の店舗のことである（賀川、2001）。スーパーストアの先駆けは、Borders
書店である。Borders は、独立書店やモール店（2,800 平方フィート～1 万平方フィー
ト）とは一線を画す大規模な書店であるスーパーストア形態で事業を伸ばしていった。
スーパーストアの特色は、6 万点から 20 万点にまで及ぶ豊富な在庫点数、ゆっくり本
を読めるように椅子やカフェが備え付けられている点である。B&N がスーパーストア













会を初めとする各種催しを行っている。B&N は、スーパーストアで Borders に遅れて
スタートしたが、1998 年には 500 店舗を超え、Borders を追い越した（木下、1999）。
スーパーストア展開による攻勢が功を奏し、1999 年には B&N のマーケットシェアは
15％に達した（Nina,M.,1999）。1992 年時点では 7％であったので、その伸びが著し




のシェアは 1992 年の 10%から、1999 年には 25%にまで伸びている（Nina,M.,1999）。
1999 年時点で、スーパーストアの売上が B&N 全体の売上の 81%を占めており、B&N
にとってスーパーストアはコア事業となっている。一方で従来のモール型店舗は、年
に 50～60 店舗のペースで閉鎖していった。 
 
 売上高 店舗数 
B&N（注） 1,861mil.$ 431 
Borders（注） 958mil.$ 157 
Book a million 228mil$ 91 
Crown Books 225mil.$ 109 
図表 2-2：チェーン書店間の売上高比較（1997 年時点） 
出所：Publishers Weekly 19 May,1997, p.10.より筆者作成 













費にレバレッジが効いてきたからである。B&N.com は、Disney と NewYorkTimes 誌
専属のオンライン書店となった 










バープログラムの 10%分のディスカウントを B&N.com でも受けられるようにした。
そして、B&N.com で買った書籍を B&N のお店でも返品可能とした 
リサーチ会社 Harris Interactive による“Fall 2002 EquiTrend Brand Study”調査で、
すべての小売業者の中で No1.のブランド品質を誇る会社に選出された。Home Depot
や Wal-Mart を抑えての一位であり、B&N ブランドの強さが伺える。 
9・11 テロやアフガン戦争の影響で売り上げが伸び悩む中、子会社である Game stop
（ビデオゲームの小売店）の売上高が好調であった。その Game stop が 2002 年に株
式を公開、230mil.の資金調達に成功し、財務体質を強固なものにした。B&N は、63%
の株式を保有継続した。 
2003 年には、全米で TOP25 に入る大手出版社で、ハウツー本を数多く手がけてい
る Sterling Publishing を傘下に収め、川上統合への動きを見せる。同年、B&N.com
は売上が伸び悩み、業績不振に陥った。Bertelsmann AG から B&N.com の株を買い
取り、子会社化した。 




配を行うというものである。Wi-Fi を B&N の全店舗に導入し、顧客の呼び込みを図る。 
2006 年、メンバーズカードの新たな特典としてベストセラー本の 40%引きを始めた。
2007 年には、著者へのインタビューや Podcast を楽しむことができる B&N Studio
を Web 上に開設した。 
 
年 沿革事項 
1873 年 創業。教科書を専門に扱う 
1931 年 一般書籍の販売開始 
1932 年 N.Y.に店舗を設置 
1971 年 SBX に買収されるが社名は残る 
1972 年～1980 年 買収により事業拡大。店舗数が 50 を超える 
1988 年 B. DALTON を買収し、業界 1 位へ 
1989 年 Scribner 書店買収 
1990 年  Doubleday 書店買収 
1993 年 株式公開 
1997 年 ・オンラインサイトをオープン 
・Disney と NewYorkTimes 誌専属のオンライン書店と
なる 
 
1998 年 ・スーパーストアが 500 店舗を超える 
・最大手のホールセラーIngram の買収騒動 
・Bertelsmann AG が B&N.com の株の 50%を取得 
・CNN, Lycos, USA Today との戦略的提携 









2000 年 ・B&N.com のサイト上で DVD の取り扱い開始 
・Yahoo!専属のオンライン書店になる 
・三番目に大きなオンライン書店 Fatbrain.com を買収 
2001 年 ・コスト削減活動を行い、26mil.$のコスト削減を実現
した 
2002 年 ・Game stop の株式公開（全体の 3 分の 1） 
2003 年 ・Bertelsmann AG から B&N.com の株を買い取り、子
会社化（75%保有） 
・出版社 Sterling Publishing を買収 
2004 年 ・B&N.com を完全子会社化 
・Wi-Fi を全店舗に完備 
・Game stop を売却 
・購入金額 25$以上で配送料無料かつ 1~3 日での Fast
シッピングサービス開始 
2006 年 ・ベストセラー本の 40%ディスカウントを導入 
・5 つの倉庫を閉鎖し、1 つの巨大な流通センターに集
約した 
2007 年 B&N.com に B&N スタジオを開設 
2009 年 ・電子書籍サイト Fictionwise を買収 
・電子書籍端末 NOOK 販売 
・大学書店事業を買収し、完全子会社化 
2010 年 ・NOOK のフルカラー版を販売 
図表2-3：B&Nの沿革事項 
出所：B&NのHP、B&N Annual Report、Answer.comのWeb page、賀川洋 『出版再生 アメリカの
出版ビジネスからなにが見えるか』（文化通信社,２００１）、金平聖之助 『アメリカの出版とビジネス』 
（ぱる出版,1992）、Nina,M., Just a year ago , “book king Lenny Riggio had the category killed. Then 






第二項 B&N の現状 
 B&N は 2010 年 5 月時点で、全米に 1,357 店（内 Barnes&Noble store 720 店, 
Barnes&Noble Cumpus store 637 店）を展開し、従業員 40,000 人を抱えている20。 
2009 年の売上高は 5,810 mil.$、本業のもうけを示す営業利益は 79 mil.$であった。
全売上高の 96%以上がスーパーストアからの売上である。図表１にあるように、2000
年の売上高が 3,748 mil.$であり、ここ十年間で 1.5 倍近く、増加している。しかしな
がら、営業利益は横ばい状態で、直近の二年間は大幅な減益となっている。 






また、2009 年には電子書籍事業に乗り出した。同年 3 月に、電子書籍サイト
Fictionwise を買収し、7 月に B&N ブランドの電子書籍サイトとしてリニューアルし
た。同年 10 月に電子書籍端末である「NOOK」を発売した。B&N は今後電子書籍事
業を拡大させ、リアル店舗とのシナジーを狙っている。NOOK の購入者の 4 分の 1 が、
新たに B&N のオンラインサイトに訪れているのである22. 
Online 販売や電子書籍において環境変化に忚じているように見える B&N だが、電
子書籍に押され店舗での売り上げが落ち込み、株価は大幅に低下している。株価は 3
年前の 3 分の 1 程度まで低下し、敵対的な買収攻勢を受けており、身売りを検討して
いると報道される23など、経営状態は芳しくない。 
 
                                                   
20 B&N 2010 Annual Report 参照。 
21「海外出版レポート アメリカ」『出版ニュース 2010 10 月号 下』；p.19 参照。 
22 B&N Annual Report2010 参照。 
23 『朝日新聞』2010 年 8 月 4 日夕刊参照。 
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第３節 Amazon.co.jp のケース・スタディ 
第１項 Amazon.co.jp の沿革 












に登録している日本の居住者は約 19 万人いた。 









Amazon.co.jp がいつオープンするかはベールに包まれていたが、2000 年 11 月に満
を持して開業した。和書・洋書合わせて 170 万タイトルを揃え、洋書は最大で 30%off
のディスカウントを実現。配送センターに在庫があるものであれば、24 時間以内で配
送可能であり、期間限定で配送料を無料とした。ワンクリック方式やカスタマーレビ


























    
 








2000 年  
11 月 日本語サイト Amazon.co.jp 本のストアをオープン、市川に日本
通運と提携して物流センターを開設 
2001 年  
1 月 札幌にカスタマーセンター開設 
5 月 Amazon アフィリエイト・プログラムスタート 
6 月 音楽、CD、ビデオのストアを同時オープン 
10 月 ソフトウェアとＴＶゲームのストアをオープン 
11 月 代金引換による支払いスタート 
2002 年  
4 月 マイストアオープン 
11 月 Amazon マーケットプレイスオープン 
2003 年  
7 月 エレクトロニクスストアをオープン、「AmazonWeb サービス」を
開始 
11 月 ホーム＆キッチンストアをオープン 
2004 年  
9 月 ブックストア内に雑誌コーナーをオープン 
10 月 おもちゃ＆ホビーコーナーをオープン 




2006 年  
4 月 コンビニ・ATM・ネットバンキング払い開始 
6 月 出版社やメーカーの商品を委託販売する「Amazon ｅ託販売サ
ービス」を開始 
8 月 ヘルス＆ビューティーストアをオープン 
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10 月 Amazon ショッピングカードをコンビニエンスストアにて販売時
開始、「お急ぎ便」の提供開始 
2007 年  
2 月 Amazon ポイントサービス開始 
4 月 「マーチャント＠amazon.co.jp」を開始 
6 月 ベビー＆マタニティストアオープン、初の会員制プログラム
「Amazon プライム」を開始 
8 月 丸善と Amazon.co.jp による共同ブランドストア丸善ストア開始 
10 月 物流センターアマゾン八千代 FC を開業、アパレル＆シューズス
トアオープン 
2008 年  
4 月 在庫保管・商品配送代行サービス「フルフィルメント ByAmazon」
の提供開始 
5 月 コスメストアをオープン 
7 月 コンビニ受け取りサービス開始 
10 月 食品＆飲料ストアオープン 
2009 年  
4 月 ジュエリーストアオープン 
5 月 文房具・オフィス用品ストアオープン 
6 月 Amazon ギフト券をコンビニエンスストアにて販売開始 
10 月 物流センターアマゾン堺 FC を開業、「当日お急ぎ便」の提供を開
始、カー＆バイク用品ストアをオープン 
2010 年  
4 月 楽器ストアをオープン 
11 月 無期限の無料配送を決定 
図表 2-4：Amazon.co.jp の沿革事項 





第 2 項 Amazon.co.jp の現状  
Amazon.co.jp は日本において No.1 の書店になった。日本での売上は非公表である
ため正確な数値は分からないが、書籍を初めとするメディア部門の日本での売上は
1300 億円近いと考えられ、国内最大手の紀伊國屋書店の 1198 億円（2008 年 12 月期）
を超えたと見られる26。 出版業界全体のパイが収縮する中でも、Amazon.co.jp は毎年
2 ケタ以上の成長を続けているという。 













独自色を出した。1930 年にすぐさま 90 坪の店舗へと建て替え、同年に新宿に進出し
てきた三越百貨店の集客効果もあって、新宿一帯が賑わいを見せてきた。1933 年には
紀伊国屋出版部を設立し、書籍や雑誌が世に送り出されていった。1945 年 5 月に空襲






                                                   















ス会社でもあった。1987 年 4 月には、日本通運と組んで書籍の全国宅配サービスをス
タート。出版業界で宅配サービスが広まりつつあり、同年 3 月に宅配サービスを開始
した三省堂を追随するために紀伊國屋書店もこのサービスを開始した。地価が高騰化
した影響で、1984 年から 10 年間、大型店舗の出店は控えている。 
1994 年には、大型書店としては初めて無線型の POS システムを導入した。これに
より、接客時間が短縮され、在庫管理の効率化を図れるようになった。1995 年 9 月に
は会員制でパソコンからの本の注文販売をスタートさせた。全国宅配及びパソコンで
の販売サービスに踏み切ったことにより、オンライン書店開設に必要な準備が整った。




書 120 万冊、洋書 180 万冊のタイトルを揃え、売れ筋の本であれば表紙の写真や要約
が見られる。開設当初はシステムの維持費として年会費 3000 円がかかる（のちに 1500
円に値下げ、撤廃）。オンライン書店の開設と時期同じくして、国内最大規模の売り場
面積 1434 坪を誇る新宿南店をオープンさせた。新宿本店とのすみ分けとして、新宿南





BookWeb は順調に売り上げを伸ばし、1999 年には月商 1 億円を超えた。同年、「ハ
イブリット Web」サービスを開始した。各店舗在庫を閲覧でき、欲しい本を店頭取り
置き又は宅配で自宅に届けてもらえる。BookWeb の在庫の有無が確認できない弱点を
補うサービスである。2001 年時点で、オンライン部門での売上高が年間 40 億円、会
員数は約 18 万人27であり、オンライン書店でもトップシェアを誇っていた。 










第 2 項 紀伊國屋書店の現状 
2009 年度の売上高は 1,198 億円で、純利益は 3 億 30 万円であった。書店経営業社
で唯一 1000 億円台の売上を誇っている（図 2-5 参照）。かつて双璧を成した丸善が売
上を落とす一方、紀伊國屋書店は安定した成長を続けている。2010 年時点で従業員
4,000 人、国内に 65 店舗、84 のブックセンター、海外 24 店舗を展開している28。 
2010 年 6 月から書籍の予約状況を出版社への提供を開始した。需要予測に役立て、
返品率の上昇に歯止めにつなげる。6 月には、さらに電子事業に乗り出すことを発表
した店舗を持つ書店としては初の試みであり、年内に自社独自の電子書籍事業を手掛
ける予定である。電子書籍元年と言われる 2010 年。iPad の発売を皮切りに、電子書
籍の端末及びプラットフォームづくりが日本においても本格化してきた。紙媒体への
危機感が募る一方、業界の構造変化に遅れまいと、紀伊國屋書店も 80 年以上続く歴史
                                                   
27 『日経ネットビジネス』2001 年 2 月号参照。 








出所：有価証券報告書、新文化 HP、自社 HP より筆者作成 
※丸善は 2005 年より 3 月期決算から 1 月期決算に移行。2005 年は１０ヶ月の変則決算 
紀伊國屋書店、文教堂、有隣堂は 8 月期決算、ジュンク堂は 1 月期決算 
 
年 沿革事項 
1927 年 創業開始 
1933 年  出版部を創設 
1946 年 法人登記 
1957 年 全国为要都市に営業所を設ける 
1964 年 新宿に本社ビル完成 
1969 年 海外初の支店、サンフランシスコに出
店 



















1987 年 全国宅配サービス開始 
1994 年 POS システム導入 
1996 年 オンラインストアオープン 
新宿南店開店 
1999 年 ハイブリッド Web サービス開始 
2004 年 絶版本の取り扱い始める 






第1項 Amazon.com と B&N の比較～1990 年代後半～ 
（1）B&N の参入 
Amazon.com は 1995年 7月にオンラインストアを開始したのに対し、B&N は 1997
年 2 月、Amazon.com が NASDAQ に上場した同時期に、オンラインストアをオープ
ンさせた。わずか 2 年足らずの差であるが、インターネットのように成長速度が著し
く早い世界における 2 年という遅れはあまりにも大きかった（Nina,M.,1999、木下、
1999、Rogelio,O.and John, D.S.and Martin,G.,2003）。B&N は当初、Amazon.com
のビジネスモデルを在庫が無い場合に、本を発注し、取寄せ、顧客に取りに来てもら
い受け渡す 19 世紀以来のやり方としてとらえ、誤解していた（Thomas,M.S. and Pat, 










けなかったのである。B&N は Amazon.com のサイトをほぼ完全に模倣した。サイト
マップ、レビュー、検索方式、支払い方法等、ありとあらゆる点で同質化した。
B&N.com は、Amazon のサイトと機能面でもサービス面で際立った差異はなかった





Amazon.com が誇大広告をしているとして、1997 年 5 月 12 日に告訴した。その二日
後の 14 日に Amazon.com は株式公開を控えており、それに対して何らかの影響を与




一方、今度は Amazon.com が B&N を訴えた。1997 年、B&N は不当に売上税を
逃れ、B&N.com にとって有利な立場を作り出しているとして、裁判を起こした。
E-commerce は店舗を持たない事業者からの州外からの購入に対しては実質売上税が
課されないこととされている。B&N.com は別会社といえども、親会社の B&N は各
州に店舗を持っているため売上税が課されるべきだと Amazon.com 側が为張したの
である31。1999 年 10 月、Amazon.com がビジネスモデル特許を取得したワンクリッ
ク方式を B&N が侵害しているとして、B&N を提訴した32。 
 訴訟以外にも Amazon.com と B&N のせめぎあいは続く。B&N は 1998 年 11 月ア
メリカの二大取次の一つである Ingram 社を買収しようとしたのである。B&N は、取
次を自社グループに取り込むことで流通面での効率化を図ろうとするものであるとい
                                                   
29 B&N Annual Report1999：p.16 参照 
30 1997 年 10 月に和解。両社は市場競争で争う道を選んだ。 
31 注 30 と同じ 









が可能になる。「B&N はオンライン書店の将来性を確信し、ここ 2，3 年が勝負の時と
考えている。B&N は何かオンライン事業を飛躍させるようなことができなければ、
Amazon.com を捉えることができないことを強く感じていた」という33。 
この動きは Amazon.com に危機感を与え、Bezos は新たな仕入れ先を模索したほど
である。しかしながら、この買収は他の独立系書店や Amazon.com から反トラスト法
に抵触するとして買収反対運動を起こされ、日本の公正取引員会に相当する
Federal,Trade,Commission との係争の長期化が予想された。その結果、1999 年 6 月
に B&N はこの買収を断念せざる負えなくなった。 
 
（3）価格 
 Amazon.com と B&N の価格競争も熾烈を極めた。B&N は、B&N.com オープン時
にハードカバー30%off、ソフトカバー20%の割引を始めた。すぐさま、Amazon.com
も今までの割引率を拡大し B&N と同じ割引率を適用するとして反撃した。今度は
Amazon.com が仕掛けた。1999 年 5 月、B&N.com の株式公開の直前に更なる割引を
行うことを発表した。Amazon.com は、ベストセラー本を 50%off にすると発表し、そ







                                                   




わけ重要であったのは、1997年 7月から 3 年契約で結んだ AOL.com との独占契約で、
検索結果のページに必ず Amazon.com のバナー広告を載せ、他のオンライン書店のバ
ナー広告は載せないという内容のものであった。 
B&N も 1997 年 10 月にマイクロソフトの訪問者の多いサイトである MSNBC、
Expedia 等と提携した。ただ、B&N はここでも出遅れ感が否めない。AOL、Yahoo!、
excite との提携は 1997 年の 7 月に行われており、Amazon.com に先行されてしまっ
た。B&N のある重役は「アマゾンは既に大規模なパートナーシップの多くを囲い込ん
でしまった。だから、我々がパートナーシップを獲得し始めた時は、それより下の層
を狙うしかなかった」と話している（Rosabeth ,2001；邦訳 p.231）。B&N 自身、ポ
ータルサイトの囲い込み競争において Amazon.com に後れを取ってしまったことを認
めているのである。B&N のリアル店舗での知名度は抜群であるが、B&N.com のオン
ラインストアとしては発展途上にあった。 1997 年に B&N.com が Disney と
NewYorkTimes 紙専属のオンライン書店となる契約を結んだ。B&N のブランドは、
従来の老舗企業に対しては大きな意味を持っていた。けれども、あくまでもオンライ





 1999 年時点で、Amazon.com の登録顧客数は 840 万人で、B&N のオンライン書店
の顧客数は 170 万人であった。また、オンライン書店のマーケットシェアは、
Amazon.com が 75%で、B&N が 15%であった。アメリカの書籍市場全体のシェアは、
B&N が 15%、Amazon.com が 2%であった（Nina,M.,1999）。書籍全体で見れば、
Amazon.com は B&N に到底及ばないが、オンライン書店では B&N を圧倒した。1999
年の Amazon.com の時価総額は、180 億ドルに達した。一方、B&N のオンライン販
売を行う B&N.com の時価総額は 32 億ドルであった（Nina,M.,1999）。同じオンライ
ン書店を専門とするドットコム企業であるが、市場での評価は雲泥の差があった。 
 Amazon.com が進出してきた影響で、B&N を初めとする既存の書店はマーケットシ
ェアを落とすことになる。Book Indutry Study Group の調査によると、B&N や
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Borders 等のチェーン書店は、マーケットシェアを 1995 年の 25.5%から 1999 年には
24.6%と 0.9%下がっている。独立系書店はさらに深刻で、1995 年の 19.5%から 1999
年には 15.2%と 4.3%もマーケットシェアを落としているのである34。独立系書店の顧
客がまず Amazon.com に奪われた形になり、B&N は現状維持に留まった。 
 
第２項 Amazon.com と B&N の比較～2000 年代後半～ 
（1）価格 




















                                                   
34 Wall Street Journal, July 17,2000；p.44 参照。 
35 The New York Times 9 October,2000 参照。 
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（2）Amazon.com の独走と B&N.com の失速 









ン事業は B&N にとって補助的なチャネル以上に成りきれなかった。現に、B&N の
Annual Report を見る限り、同レポートにおける B&N.com に関するポジティブな記
述が 90 年代後半に比べ、尐ないように思われる。 
Amazon.com は 2000 年代に、2001 年第四・四半期に黒字を出したのを境に、赤字
から黒字へと転換している。それは、Amazon.com が優れた顧客インターフェースと
ブランド力で黒字を出すのに必要な顧客を獲得することができたからであろう。一方
の B&N.com は、顧客数が伸びず、それに伴って売り上げも微増に留まった。B&N が
考えていたほど、オフラインとオンラインの相乗効果は生み出されなかったのである。





Amazon.com の躍進の原動力は多角化にもある。1998 年に CD の取り扱いを始めて以
来、家電、工具、アパレルと商品カテゴリーを拡張し、オンライン書店からオンライ
ン百貨店と化している。当初多角化は、赤字の原因であった。99 年 12 月期の営業赤
                                                   
36 B&N 株为への手紙 2003 参照。 
37 B&N Annual Report2001 参照。 

























メリカ No.1 の書店となった。海外展開も好調で、海外売上高比率も 2000 年の 13.7%






図表 2-6：Amazon.com 売上高内訳 2009 年版 
















00 年 61.1% 24.7% 左 に 含
む 




01 年 73.7% 18.4% 2.3% 20.6% 0.5% 0.1% 
02 年 50.7% 17.3% 2.1% 28% 1.6% 0.02% 
03 年 43.1% 16.6% 2% 33.8% 4.2% 0.01% 
04 年 37.4% 16.2% 1.8% 36.3% 8% 0.02% 
05 年 35.8% 16.9% 2.6% 33.9% 10.4% 0.09% 
06 年 33.4% 18.8% 2.4% 32.5% 12.4% 0.1% 
07 年 31.2% 21.1% 2.1% 31% 13.9% 0.3% 
08 年 27.9% 23.1% 2.3% 29.9% 16.2% 0.4% 
09 年 24.3% 43% 2.2% 27.7% 19.4% 0.4% 
図表 2-7：Amazon.com：セグメント別売上高 
















注 1：小数点 2 位以下切り捨て 
注 2：メディア部門は、書籍、CD、DVD、Music、VideoGame 等を含む 
 
（4）マーケットシェア 
また、Amazon.com は電子書籍事業に B&N に先駆けて参入しており、常に B&N よ
り先を行っているのである。アメリカ特許局によれば、Amazon.com の有する特許の
数は 115 件でのに対し、B&N は 2 件である39。B&N の有する電子書籍端末「NOOK」
に関するものに限定され、サイト上の特許は保有していない。 
B&N はスーパーストアの 1999 年に 400 店舗あった B. DALTON 系のモール型の店
舗は、2004 年の終わりまでに 154 店舗に減尐したに対し、スーパーストアは 1999 年
の 542 店舗から 666 店舗へと増加している。同期間の B. DALTON からの売上高は、
426mil.$から 176.5$に縮小している。スーパーストアの売上高は、2.82 bil.$から 4.12 
bil.$に拡大した。2004 年の Amazon.com のオンライン書店でマーケットシェアは 70%








Amazon.com と B&N.con の差は 2000 年代に入ってさらに開き、図表１が示すよう
に、2008 年には B&N の強みである本業の売上ですら Amazon.com が上回り、全米
No.1 の書店へと伸し上がることとなった。創業 15 年足らずの新興企業が、創業 130
年以上の老舗書店をあっという間に抜き去ってしまったのである。 
 
                                                   
39 2010/12/27 日時点 
40 Answers.com WebPage 参照。 
41 『出版ニュース』2010 年 9 月号下：p.19 参照。  
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Amazon.com が年間 79$で B&N の 25$より割高である。また、B&N はクリック＆モ
ルタルの強みを生かし、店頭で会員限定のディスカウントを受けることができる。こ
の点に関して、B&N のサービスの方が費用対効果は高いように見える。 
続いて、返品・返金に関しては、B&N は受付期間が Amazon.com の約半分の期間
であり、未開放を条件としており、返品するための条件が厳しく設定されている。こ

























このように比較してみると、Amazon.com と B&N のサイトはほとんど同一である
と言えよう。正確に言えば、B&N が Amazon.com を模倣したのである。これによっ
て、顧客インターフェースで Amazon.com に引けを取らなくなり、裏を返せば、かつ
て喧伝されていたほど Amazon.com の競争優位性は失われてしまったのである。 
 
































問い合わせ 電話かメール 電話かメール 












図表 2-8：Amazon.com と B&N.com の顧客インターフェースの比較 
出所：各社 HP より筆者作成 











である。調査対象となった書籍は、New York Times 紙に掲載されているベストセラ
ーランキング上位 10 位の書籍である。 
比較検討した結果、次のことが分かった。第一に、Amazon.com の方が B&N.com
に比べ安い。調査対象の本に限って言えば、Amazon.com は B&N.com の本より高い
ものはなかった。平均ディスカウント率は、Amazon.com が 47.5%、B&N.com が 43.1%
であり、4.4%も違う。仮に十冊全て購入した場合の総額分の差は、14.38$になる。い
かに価格面で、Amazon.com が B&N.com を上回っているかを物語る数字である。か
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つてのように、B&N.com は Amazon.com との価格競争をやめてしまったのである。








続いて、カスタマーレビューの数では、Amazon.com が B&N.com に大きく差をつ
けた。ベストセラー本に限らず、Amazon.com のレビューの方が、B&N.com より量が
多く、長いレビューが多かった（Judith, A.C.and Dina, M.,2006）。それは Amazon.com
のユーザー数の多さに由来し、ネットワーク外部性を示している。Amazon.com の競
争優位は、豊富なカスタマーレビューにある（Richard,T.W.and George, M.Z.and 
Leyland, F.P.,2004；井上、2008）。レビューの多さがサイトの有用性を高め（Nanda, 










以上の結果、第 5 節第 3 項（1）の形式面でみると、Amazon.com の顧客インターフ
ェースにおける競争優位性は失われているような印象を受けた。けれども、本節で実



























１． 『CROSS FIRE』 







２． 『THE CONFESSION』 







３． 『FULL DARK, NO STARS』 







４． 『HELL'S CORNER』 







５． 『THE GIRL WHO KICKED 
THE HORNET’S NEST』 
by Stieg Larsson 
$27.95 





６． 『CRESCENT DAWN』 








７．『TOWERS OF MIDNIGHT』 








８．『THE EMPEROR'S TOMB』 







９．『FALL OF GIANTS』 







１０．『THE ATHENA PROJECT』 








出所：「New York Times」ホームページ、Amazon.com、B&N.com のサイトより筆者作成 
注：ベストセラーはハードカバーのフィクション部門、12 月 12 日版。12 月 4 日調べ。 
 
第 4 項 Amazon.co.jp と紀伊國屋書店との比較 
紀伊國屋書店は、日本において業界最大手の書店であった。そして、1996 年にスタ
ートした BookWeb も、No.1 のオンライン書店であった。けれども、図表 2-5 が示し
ているように、紀伊國屋書店の 2000 年代の売上高は横ばい状態である。BookWeb の






























                                                   
42 『日経マルチメディア』 1998 年 1，2 月号参照。 
43 『日経ネットビジネス』 2002 年 4 月 10 日号参照。 
44 『日経ネットビジネス』 1999 年 10 月号参照。 




以上を 1~3 日で届ける迅速な配送で、BookWeb の対抗していった。 
また、1500 円以上であれば送料無料キャンペーンを行い、一気に BookWeb の引き
離しにかかった。2001 年の BookWeb の売上が 40 億円であり、Amazon.co.jp の売上
高が 50 億円と推定されることから、上陸して一年で BookWeb を追い抜いてしまった。



























第 5 項 Amazon.co.jp と紀伊國屋書店（BookWeb）との顧客インターフェース
の比較 
Amazon.com と BookWeb の顧客インターフェースの比較すると、図表 2-10 のよう
になる。Amazon.com が BookWeb よりはるかに優れており、顧客インターフェース
が Amazon.co.jp の競争優位の一つとなっていることが読み取れる。 
1500円上であれば配送料の無料サービスを始めたのはAmazon.co.jpの方であった。




しかしながら、Amazon.co.jp は 2010 年 11 月に送料無料サービスを無期限で実施す











イトの内 Amazon.co.jp のみで、カスタマーレビューが掲載されているのは 10 社中 5
社であった。カスタマーレビューは、多くのサイトで導入されているようだが、レビ
                                                   
46 bk-1（三省堂）、ブックサービス、Amazon.co.jp、e –hon（トーハン）、セブンネットシ
ョッピング、本やタウン、JB ブックス（文教堂）、HON（ジュンク堂）、BookWeb（紀伊國
屋書店）、楽天ブックスの 10 のサイト調べ（2010 年 12 月 5 日時点）10 サイト中、10 サイ




ュー数は Amazon.co.jp と楽天ブックスが断トツであった47。 
 
 Amazon.co.jp BookWeb 











時間指定 日時指定可（有料） 時間帯のみ指定可 





    原則禁止 





ポイントサービス 100 円＝１ポイント（書籍） 100 円＝1 ポイント 
コンビニ受け取り ローソンで受取可 × 








                                                   
47 46 と同じ調査。Ex:「1Q84、Book1」村上春樹著に関するレビュー。Amazon.co.jp311 件、
楽天ブックス 730 件、bk-1, 24 件、セブンネットショッピング 40 件、HON 0 件。 
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図表 2-10：Amazon.co.jp と紀伊國屋書店「BookWeb」顧客インターフェースの比較 
出所：各社 HP より筆者作成 
















第３章 Amazon.com の競争優位性 
この章では、Amazon.com の優位性を、先行研究を交えながら検討する。Amazon.com
は多くの要素が組み合わさって競争優位性が生み出されているのだが、整理すると大





第 1 節 革新性 
 Amazon.com がイノベーティブな会社であることは周知の事実である。Business 
Week 誌によると、Amazon.com は 2008 年に世界で最もイノベーティブな会社ランキ
ングで 11 位にランクインしている48。Amazon.com がイノベーティブであると言われ
る所以は、Amazon.com がオンライン書店、引いては e-commerce のデファクトスタ
ンダートを確立した会社であるからである。 
 









第 2 項 ワンクリック方式とアフィリエイトプログラム 
Amazon.com は、「ワンクリック方式」と「アフィリエイトプログラム」を生み出し
た。ワンクリック方式は、他の e-commerce サイトでも似たようなサービスは提供さ
                                                   






























































に対して強力な障壁を作り出すことができる（Watson,R.T.and Zinkhan, G.M.and 
                                                   























（Linden,G.and Smith,B.and York,J.,2003）。 
リコメンドシステムによって、本の検索が容易になり、取引コストが減尐し、それ

































限りリアル書店に近づけようと、2003年に「Look Inside the Book」（日本では、2005
年に「なか見！検索」としてスタート）という本の内容を一定量、読めるサービスを
開始した。この機能が役に立っているというユーザーからの多くの声が寄せられ、
「Look Inside the Book」の対象書籍は、それ以外の書籍に比べ、9%ほど売り上げが
                                                   
50 『ハーバード・ビジネス・レビュー』第 2 号 (February,2008)参照。 































                                                   






























































きるのである。Watson,R.T.and Zinkhan, G.M.and Pitt,L. F.（2004）によれば、顧客
                                                   




























































                                                   
54 例えば、Amazon.com Annual Report2003：p.3 を参照。 
55 2010/12/27 日時点。 
56 『日経ビジネス』 2001 年 9 月 25 日号；参照。 


























図表 3-1：Amazon.com の競争優位性 
出所：先行研究より筆者作成 
 
第 5 節 経営資源保有のパラドックス 























か。相乗効果を図るための取組として、B&N はオンラインで注文した書籍を B&N の
店舗で受け取れるサービスや B&N 店舗内でのオンラインでの検索、B&N のショッピ










Amazon.com の CEO、Jeff,Bezos は、 
「私たちの大きな強みの一つは、集中できることだと思います。私たちはオンライ
ンで本を販売することだけに集中しようとしていますが、ボーダーズや B&N は二つ
                                                   






































































第 2 項 アメリカの書店業界 
まず、アメリカの書店業界について、Porter,M.E.(1980)が提唱した Five Forces 分
析を行った。アメリカの出版業界は、図表 4-1 にあるように緩やかに成長している。
The Association of American Publishers（アメリカ出版協会）によれば、2002 年か
ら 2009 年までの間の業界の平均成長率は、1.1%である。2007 年をピークに減尐傾向
にある。 
では、さらに絞って書店レベルでの成長率はどうであろうか。The American 
















































22.0 22.3 23.0 24.2 24.1 24.9 24.3 23.9 
図表 4-1：アメリカ出版業界売上高（推計） 



















15.7 16.8 16.2 16.5 16.1 17.0 16.7 16.6 
図表 4-2：アメリカ書店売上高（推計） 







第 3 項 日本の書店業界 
次に日本の書店業界について分析を行う。日本の書店業界は、業界内の既存競合者
間の敵対関係は、条件付きでやや激しいと言える。市場の成長率からすると、日本の
出版業界は 1997 年以降、売上高の前年比割れを続けており、（2003 年を除く）、それ
に伴って書店業界のパイも縮小し続けている。出版社、取次、書店の三業者とも 2008























                                                   




 Amazon.com 及び Amazon.co.jp は決して、利益ポテンシャルの高い業界にいるわけ
ではない。となると、多角化の説明がつく。書店業だけでは、十分なマージンを見込
めないことから、家電や食品も扱うようになったと言える。戦略グループの考えを用




資源に着目した RBV の観点から競争優位性を検討する。 
 


























出所：出版年鑑 2010 より筆者作成 
 
第 2 節 RBV によるアプローチ 
 PV アプローチで魅力度の低い業界とされても、RBV の観点からアプローチするこ






ここでは、読者が書店に求める価値にフォーカスして RBV アプローチを試みる。 
かつて、書店とは簡素な店内で書籍を売るだけの場所だった。ここでいう顧客の価
値とは、欲しい書籍を必要最低限買うことである。1960 年から 1970 年にかけて、そ














鑑 2010』によれば、日本の出版点数は 1990 年に 4 万点であったが、1999 年には約 6
万 2 千点、十年の間に 2 万点以上増えているのである。それに対忚するように、書店
の大型化進んでいる。書店数は、1997 年を境に減尐に転じているが、一方で総売り場
面積は 2001 年の 125 万坪から 2009 年には 140 万坪と拡大している61。 
アメリカにおいては、Borders が先駆けとなったスーパーストア展開に、B&N が火
をつけ、書店の大型化が進んだ。2009 年には前年比で 392 店舗もの書店が数を減らし
ており、その原因は各都市に展開する巨大なチェーン書店に押されてのことであろう
（出版年鑑 2010）。アメリカは国土が日本の約 26 倍であるにも関わらず、書店数は








                                                   
60『流通とシステム』No.99,1999 年 3 月号参照。 
61 東洋経済新報 2009 年 8 月 29 日号参照。 





















第 3 節 コア・コンピタンスによるアプローチ 
本節では、本研究におけるコア・コンピタンスを定義するとともに、Amazon.com
及び B&N 並びに紀伊國屋書店のコア・コンピタンスを特定する。 
 


































第 2 項 コア・コンピタンスの特定 
（1）Amazon.com のコア・コンピタンス 















 続いては、Amazon.com 方式の SCM である。在庫管理を In House で行うことにし
たことで、オペレーション並びに配送料の低コスト化及び欠陥の低減を追求できてい
るのである。まとめると、以下の図表 4-4 のようになる。 




































































































IT 技術を持っているとしても、Amazon.com に比べ脆弱で、革新性に欠ける。 
                                                   
63 『流通とシステム』No.99,1999 年 3 月号参照。 
64 63 と同じ 

































































































第 4 節 ダイナミックケイパビリティによるアプローチ 
第1項 ダイナミックケイパビリティの定義 
ダイナミックという用語には、環境変化に適合するようにコンピタンスを新しくす

























































推 進し 新 し
い 技術 を 選
択 する プ ロ
セス 
外 部の 科 学
や 技術 の 発
展 を活 用 す
るプロセス 
カ スタ マ ー
ソ リュ ー シ
ョ ンや ビ ジ
ネ スモ デ ル
の記述 
補 完物 の マ
ネ ジメ ン ト
等 のた め の







サ プラ イ ヤ
ー や補 完 者
の イノ ベ ー
シ ョン を 活
用 する プ ロ
セス 
市 場セ グ メ
ント、変化す
る 顧客 ニ ー
ズ 等を 特 定
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る。B&N も紀伊國屋書店も 1980 年代後半からオンライン書店の可能性を模索してい
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